
指針と支援ツールを活用して、できる取組から始めましょう

治療と就業の両立支援指針

●トップの方針表明 ●研修等を通じた意識啓発 ●相談窓口の明確化・社内の支援体制の整備
●休暇制度・勤務制度の整備 （例:時間単位の有給休暇、病気休暇、時差出勤、テレワーク、短時間勤務 等）

労働者 主治医事業場

❶ 勤務情報提供書

➋ 主治医意見書

⓪ 両立支援の申出

（人事労務）（産業医等）

勤務情報提供
書の作成支援

主治医意見書
の提出

❸ 両立支援プラン
の作成

両立支援を行うための環境整備

個別の両立支援の進め方

就業継続の可否や就
業上の措置等は、主
治医意見書を基に、
産業医等の意見を踏
まえ、労働者と十分
話し合った上で、事
業主が最終的に決定。

様式例の活用による、主治医や産業医等と連携した支援フロー

両立支援ナビをチェック
厚労省の運営するポータル
サイト「治療と仕事の両立
支援ナビ」では、
・指針に沿った取組の実践
的ガイダンス

・企業の取組事例
など総合的な情報提供を
行っていますので、参考に
してください。

留意事項
●労働者本人の申出 ●労働者との十分な話合い、上司・同僚の理解 ●個人情報の保護

専門スタッフの支援を活用
都道府県産業保健総合支援セ
ンターでは、両立支援の専門
スタッフ（社労士、心理職、
保健師等）が配置されており、
・研修、相談、事業場への訪
問による制度導入支援

・事業主と労働者の間の個別
の両立支援の調整及び両立
支援プランの作成支援

等支援が無料で受けられます。

両立支援コーディネーター
社内での相談窓口、両立支援
の調整役となる人材を育てま
しょう。
両立支援コーディネーター養
成研修はウェブで無料で受け
ることができますので、人事
労務担当者や産業保健スタッ
フを受講させるといいでしょ
う。

地域の支援情報
都道府県労働局に設置されて
いる「地域両立支援推進チー
ム」では、自治体や地域の支
援機関等と連携して、
・両立支援のイベントの実施
・事業主等が活用可能な各地
域における支援事業の情報
の提供

等を行っています。

（令和８年２月）

様式例:
「勤務情報提供書」
「主治医意見書」
「両立支援カード」
「両立支援/職場復帰支援プラン」



事業場における
治療と仕事の両立支援の取り組みには

さんぽセンターをご利用ください

岐阜労働局労働基準部健康安全課

 相談への対応

 事業場への訪問による制度導入支援

 事業主と労働者の間の個別の両立支援の調整
および両立支援プランの作成支援

 研修やセミナーの開催

産業保健総合支援センター（さんぽセンター）は、厚生労働省所管の独立行政法人労働者健康安全機構

が各都道府県に設置、運営しています。 事業場の「治療と仕事の両立支援」の取り組みに対して、各種

支援サービスを無料で提供しています。

「治療と仕事の両立支援」は、

令和8年4月1日から

努力義務になりました！

努力義務化にはどのように対応すればいい？

中小企業でも導入できる制度は？

個別の両立支援の進め方が分からない

さんぽセンターの活用が有効です

さんぽセンターでは、治療と仕事の両立支援の専門スタッフ（社労士、心理

職、保健師等）を配置し、各種支援を無料で提供しています。

岐阜産業保健総合支援センター（さんぽセンター）
電話：０５８-２６３-２３１１

申込先

治療と仕事の両立支援の取り組みについて・・・

tsuchimotoy
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第1回

都道府県労働局 健康（安全）課

両立支援コーディネーター基礎研修は、オンラインで

無料で受けることができます。

治療と仕事の両立支援に携わる皆さまは、研修の受講

について是非ご検討ください！

・ 企業の人事労務担当者や産業保健スタッフの方

・ 医療機関で相談支援を行う医療従事者の方

・ 相談支援機関で相談等の対応を行う方

７月１３日（月）13:00～
15:30

研修は、厚生労働省所管の独立行政法人「労働者健康安全

機構」にて行っています。 お申し込みはこちらから

「両立支援コーディネーター

基礎研修」のご案内

「治療と仕事の両立支援」は、

令和8年4月1日から

努力義務になりました！

動画研修

W E B 講 習

6月10日（水）～7月7日（火）

7月１３日（月）13:00～15:30

申し込み期間

6月10日（水）～6月30日（火）

第2回

７月１３日（月）13:00～
15:30

動画研修

W E B 講 習

8月7日（金）～9月3日（火）

9月12日（土）13:00～15:30

申し込み期間

8月7日（金）～８月27日（火）

第3回

７月１３日（月）13:00～
15:30

動画研修

W E B 講 習

10月16日（金）～11月12日（木）

11月17日（火）13:00～15:30

申し込み期間

10月16日（金）～11月5日（木）

第4回

７月１３日（月）13:00～
15:30

動画研修

W E B 講 習

12月16日（水）～1月5日（火）

1月16日（土）13:00～15:30

申し込み期間

12月16日（水）～1月5日（火）

令和8年度

イメージキャラクター
ち り ょ う さ

tsuchimotoy
フリーテキスト
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療養・就労両立支援指導料

初回 850点 （情報通信機器を用いて行った場合 740点）
注:月１回に限り算定

❶ 患者と事業者が共同して作成した勤務情報を記載した文書（患者が作成し事業者が確認を行った文
書を含む。）を患者から受け取る【 様式「勤務情報提供書」、様式「両立支援カード」】

➋ ❶の文書による勤務情報を踏まえ、患者に療養上の指導、就労上の指導を行う
❸ 事業場に選任されている産業医等（※１）に対して、就労と療養の両立に必要な情報を提供する

【 様式「主治医意見書」】
（※１）患者が勤務する事業場に選任されている産業医等（産業医、総括安全衛生管理者、衛生管理者、安全

衛生推進者、衛生推進者、労働者の健康管理等を行う保健師）

２回目以降 500点（情報通信機器を用いて行った場合 435点）
注:初回を算定した月から起算して６月を限度として、月１回に限り算定

➍ 情報提供を行った後、就労の状況を確認し、患者に必要な療養上の指導を行う

相談支援加算 400点
〇 専任の看護師、社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師（※２）が、療養上の指導に同席し、

相談支援を行った場合
（※２）相談支援を行う有資格者は、両立支援コーディネーター養成研修を修了した者であること

２．算定要件

「療養・就労両立支援指導料」は、患者（労働者）の治療と就労の両立を支援するため、
主治医が、患者の就労の状況を把握した上で、勤務先の産業医等に治療と仕事の両立に
必要な情報連携等を行った場合に算定される診療報酬です。

１．概要

医療機関、事業主の皆さまへ

イメージキャラクター
ち り ょ う さ

（令和８年度改訂版※令和８年６月から）のご案内

※会社の確認が必要

tsuchimotoy
フリーテキスト
資料４



〇対象疾患は、これまでは特定の疾患（※）に限られていましたが、疾患の定めが廃止さ
れ、全ての疾患が診療報酬の対象になりました。

〇「治療と仕事の両立支援カード」を用いる場合も対象に追加されました。
〇両立支援コーディネーター養成研修を修了した看護師、社会福祉士、精神保健福祉士又は
公認心理師による相談支援の評価が大きく引き上げられました。（50点→400点）

参考:令和８年度改定のポイント

「治療と就業の両立支援指針」の様式例を活用する際の留意点

「治療と就業の両立支援指針」（令和８年厚生労働省告示第28号）に基づき厚生労働省労働基準
局⾧が定める様式例は、その活用方法はあくまで任意ですが、一方、保険診療において「療養・就
労両立支援指導料 」を算定する場合には、様式又はこれに準ずる様式を用いる必要があります。

様式例「両立支援カード」の場合

● 様式例「両立支援カード」は、患者が自ら記載するも
ので、①チェックボックス形式で簡便に、②会社の手間
を省いて迅速に作成できる様式例です。ただし、記載内
容は会社とも合意形成されたものであることが望まれま
す。主治医にとっても、会社の確認があると安心して意
見できますし、会社に連絡する際に参考になる情報です。

● 「療養・就労両立支援指導料」においても、患者が作
成した「両立支援カード」が会社の確認を経て提供され
た場合が、要件になります。

● 会社で選任されている産業医等
の有無は、主治医にとって、患者
の勤務先との効果的な情報交換の
ため参考になる情報です。

● 「療養・就労両立支援指導料」
においても、会社で選任されてい
る産業医等が、主治医からの情報
提供先となる場合が、要件になり
ます。

（令和８年３月）

※ 悪性腫瘍、脳血管疾患、指定難病、肝疾患（慢性経過）、心疾患、糖尿病、若年性認知症
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勤務情報を主治医に提供する際の様式例 
 
 （主治医所属・氏名）      先生 
  今後の就業継続の可否、業務の内容について職場で配慮したほうがよいことなどについて、

先生にご意見をいただくための従業員の勤務に関する情報です。 
  どうぞよろしくお願い申し上げます。 
 

従業員氏名  生年月日    年   月   日 
住所   

 

職  種 
 
※事務職、自動車の運転手、建設作業員など 

職務内容 

（作業場所・作業内容） 
 
 
 
□体を使う作業（重作業） □体を使う作業（軽作業） □⾧時間立位 
□暑熱場所での作業    □寒冷場所での作業    □高所作業 
□車の運転        □機械の運転・操作    □対人業務 
□遠隔地出張（国内）   □海外出張        □単身赴任 

勤務形態 □常昼勤務 □二交替勤務 □三交替勤務 □その他（       ） 

勤務時間 
  時  分 ～  時  分（休憩  時間、週  日間） 
（時間外・休日労働の状況:                    ） 
（国内・海外出張の状況:                     ） 

通勤方法 
通勤時間 

□徒歩  □公共交通機関（着座可能） □公共交通機関（着座不可能） 
□自動車 □その他（        ） 
通勤時間:（            ）分 

休業可能期間 
   年  月  日まで（   日間） 
（給与支給 □有り □無し 傷病手当金  ％） 

有給休暇日数 残   日間 
その他 

特記事項 
 
 

利用可能な 
制度 

□時間単位の年次有給休暇 □傷病休暇・病気休暇   □時差出勤制度 
□短時間勤務制度     □在宅勤務（テレワーク） □試し出勤制度 
□その他（              ） 

 
会社において選任されている産業医等に✔してください。 
□産業医 □総括安全衛生管理者 □衛生管理者 □安全衛生推進者 □衛生推進者 □保健師 
 

上記内容を確認しました。 
 令和   年  月  日   （本人署名）                  

令和   年  月  日   （会社名）                   
住所                      電話番号            

tsuchimotoy
四角
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治療の状況や就業継続の可否等について主治医の意見を求める際の様式例 
 

 

 

 
上記のとおり、就業継続の可否等に関する意見を提出します。 

  令和   年  月  日   （主治医署名）                   
 
住所                      電話番号             

  
 ※１この様式は、患者が病状を悪化させることなく治療と就労を両立できるよう、職場での対応を検討するために使

用するものです。この書類は、患者本人から会社に提供され、プライバシーに十分配慮して管理されます。 

※２職場復帰・就業継続の可否や具体的な就業上の配慮等に関しては、主治医の意見をもとに、産業医等の意見を勘
案しつつ、労働者と十分話し合った上で、事業者が最終的に決定するものです。

患者氏名  生年月日    年   月   日 
住所  

病名  

現在の症状 

（通勤や業務遂行に影響を及ぼし得る症状や薬の副作用等） 

 

治療の予定 

（入院治療・通院治療の必要性、今後のスケジュール（半年間、月 1 回の通院が必要、等）） 

 

退院後／治療中
の就業継続 

の可否 

□可     （職務の健康への悪影響は見込まれない） 
□条件付きで可（就業上の措置があれば可能） 
□現時点で不可（療養の継続が望ましい） 

望ましい就業上の
措置 

例:重いものを持たない、暑い場所での作業は避ける、車の運転は不可、残業を避ける、⾧期の出張や
海外出張は避ける など 

注）提供された勤務情報を踏まえて、医学的見地から必要と考えられる配慮等の記載をお願いします。 

治療に対する 
配慮事項 

例:通院時間を確保する、休憩場所を確保する など 
注）治療のために必要と考えられる配慮等の記載をお願いします。 

上記の措置期間      年   月   日 ～     年    月    日 

上記内容を確認しました。 
令和   年  月  日    （本人署名）                    

tsuchimotoy
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55 

両立支援プラン／職場復帰支援プランの作成例 
 

作成日:               年         月         日 

従業員氏名  生年月日 性別 

年 月 日 男 ・ 女 

所属  従業員番号   

治療・投薬等の状

況、今後の予定 

・入院による手術済み。 
・今後１か月間、平日5日間の通院治療が必要。 
・その後薬物療法による治療の予定。週1回の通院１か月、その後月1回の通院に移行予定。 

・治療期間を通し副作用として疲れやすさや免疫力の低下等の症状が予想される。 
※職場復帰支援プランの場合は、職場復帰日についても記載 

期間 勤務時間 就業上の措置・治療への配慮等 （参考）治療等の予定 

（記載例） 

１か月目 

10:00 

～ 

15:00 

（1時間休憩） 

短時間勤務 
毎日の通院配慮要 
残業・深夜勤務・遠隔地出張禁止 
作業転換 

平日毎日通院・放射線治療 
（症状:疲れやすさ、免疫力

の低下等） 

２か月目 

10:00 

～ 

17:00 

（1時間休憩） 

短時間勤務 
通院日の時間単位の休暇取得に配慮残業・

深夜勤務・遠隔地出張禁止 

作業転換 

週1回通院・薬物療法 
（症状:疲れやすさ、免疫力

の低下等） 

３か月目 

9:00 

～ 

17:30 

（1時間休憩） 

通常勤務に復帰 
残業１日当たり１時間まで可深夜

勤務・遠隔地出張禁止 

作業転換 

月1回通院・薬物療法 
（症状:疲れやすさ、免疫力

の低下等） 

業務内容 
・治療期間中は負荷軽減のため作業転換を行い、製品の運搬・配達業務から部署内の●● 業務

に変更する。 

その他 
就業上の配慮事項 

・副作用により疲れやすくなることが見込まれるため、体調に応じて、適時休憩を認める。 

その他 

・治療開始後は、２週間ごとに産業医・本人・総務担当で面談を行い、必要に応じてプランの

見直しを行う。（面談予定日:●月●日●～●時） 

・労働者においては、通院・服薬を継続し、自己中断をしないこと。また、体調の変化に留意

し、体調不良の訴えは上司に伝達のこと。 

・上司においては、本人からの訴えや労働者の体調等について気になる点があればすみやか

に総務担当まで連絡のこと。 

 

  

tsuchimotoy
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